
栄枯盛衰の国際通信社Ё疾風怒濤の時代へ突入か

ИЙトムソン、ロイター統合の余震ИЙ

古賀　純一郎

　怒涛のようなグローバリゼーションが進行する

なか、激烈化な競争を勝ち抜くため巨大企業を軸

にしたM＆A（合併・統合）が、全世界で、そ

れも、猛烈な勢いで、進行している。「有力メデ

ィアはこうした対象とはならない」（産経新聞)1)

とするマスコミ界での定説がこの 2007 年にあっ

さり覆された。国際通信社の頂点に君臨する最強

のロイター通信社の合併と、オーストラリアのメ

ディア王、ルパート・マードックによる米経済紙

ウォールストリート・ジャーナル（WSJ）を発

行するダウ・ジョーンズ（DJ）への買収攻勢が

時を同じくして表面化したためである。カナダの

メディア企業、トムソン・フィナンシャルが狼煙

を上げて敢然と、ロイターとの協議に突入。その

去就が注目されるなか、両社は、統合することで

合意。マードックによるDJ の買収もほどなくし

て決着した。EU（欧州連合）欧州委員会が 2月

にゴーサインを出したため、ロイターとトムソン

は統合し、金融情報に強みを発揮する新タイプの

ビッグな国際通信社が 4月にも誕生する。

　思えば、ロイターが、相場情報の伝達に伝書鳩

を使った企業相手の原始通信社ビジネスをロンド

ンの金融街シティーでスタートさせたのが 19 世

紀前半。当時の欧州 3強の通信社、仏アバス、独

ヴォルフ、英ロイターのうち社名を現在まで留め

ているのは、ロイター 1社だけ。2度にわたる世

界大戦などを経て、独ヴォルフ通信社は消滅、

1960、70 年代に米AP通信社と双璧をなした、

米UPI 通信社の「栄光の日々は、永遠に去り┝2)、

報道の第一線からは姿を消した。

　今回の統合で、過半数の株式を支配し、経営の

実権を握ったトムソン一族の下でロイターの培っ

てきたジャーナリズムはどのように変質するのか。

ルーツは新聞ではあるものの、トムソンがそれに

拘泥せず、利益最優先の多角化戦略によってのし

上がってきただけに、報道姿勢が変化するのでは

ないかとの懸念は根強い。栄枯盛衰の国際通信社

の歴史を、最近のホットな話題であるロイター、

トムソンの合併を軸に、考察してみよう。

▽ナンバーワン

　├目標は、金融情報サービスでナンバーワンに

なること。企業規模、情報量、拠点展開、品揃え

などあらゆる面で顧客の要求を満たす」トムソン

との統合を発表する 07 年 5 月 15 日のロンドンで

の記者会見で、ロイターのトム・グローサー最高

経営責任者（CEO）は、その目的をこう説明し

た。マスコミでの知名度、果たす役割の大きさ、

実績、評価を比べるとロイターは、トムソンの数

段、いや比較できないほどの揺ぎ無い地位を築き

上げてきた。

　だが、数字が物をいう経済、実業の世界に入る

と、立場は逆転する。06 年 12 月期の純利益は、

ロイターの 730 億円に対しトムソンは、倍に当た

る 1340 億円。売上高は、ロイターの 6110 億円に

対しトムソンが 7970 億円。従業員は、トムソン

の 4万人に対しロイターは半数以下の 1万 7000

人。ロイターのはるか上を行く超優良企業なので

ある。
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　今回の統合で、ロイターの持ち株比率は、4分

の 1を切る。ロイターの経営陣が対等合併である

ことをいかに強調しようとも、トムソンによる吸

収合併は明白である。トムソン一族が経営の主導

権を握ることで、ロイターの編集権への介入が進

展すれば、全世界のマスコミにニュースを提供し

ているだけに、その影響は極めて甚大である。

「ひとつの勢力、グループ、党派に属さない」「高

い道徳観念、独立性を確保し、偏向しない報道」

（ロイター信託原則）などを旨としてきた揺ぎ無

いジャーナリズムの変質が懸念される事態となっ

ているのは、当然のことであるといえよう。

▽編集権の独立

　├編集権の独立は堅持する。統合後もロイター

の発起人会社（Reuters Founders Share Compa-

ny）が拒否権を維持する。編集長も留任する」

「統合で好不況の波に動じない編集部門の基盤を

つくる投資が可能になる。記者の数も増やす」

（日本経済新聞)3)。くすぶり続ける懸念について、

新会社のCEOに就任予定のグローサーはこう反

論している。

　発起人会は、編集権の独立、中立性などを確保

するためにロイターが上場した 1984 年に設けら

れた組織。敵対的買収からロイターを守るための

唯一無二の制度である。発起人会に参加する理事

は、メディア、金融、財界、外交、法律などの分

野での著名人から構成される。日本からだと、元

大蔵省財務官の行天豊雄が既に名を連ね、2007

年 10 月からは、イーアクセス会長の千本倖生が

就任している。在任期間は、1期 5年、通常 2期

勤続後、退任する。

　信託原則を守る立場にある発起人会社は、総会

で 30％以上の投票権を行使する黄金株を保有、

敵対的TOBを拒否できる。これが新会社に引き

継がれる。焦点の編集権の独立性は、私が保証す

ると喝破する。

　今回の統合が実現したのは、裏を返せば、お目

付け役である発起人会社会長の、スウェーデンの

自動車会長のボルボ会長も務めたこともあるペー

ル・ジレンハマーが統合にゴーサインを出したか

らに他ならない。それを機に統合交渉が一気に進

んだ経緯がある。

　ロイターの堅持し続けてきたジャーナリズム精

神が今後、変質するかどうかは、グローサーのそ

れ賭ける執念や発起人会への力点などと大きく関

わってくる。だが、グローサー後継となるトップ

が交代すれば、どうなるのか。担保は一切ない。

編集権の独立に対しトムソン一族の関心がどの程

度かも不明だ。

▽なぜ統合なのか

　それにしても、なぜ、今、合併なのか。売上高

の 1割を超える利益率を上げるロイターのような

優良企業はそう多くはない。それに、ジャーナリ

ズムに身を置く企業だからこそ利益にとらわれる

必要もない。いずれにしても唐突さは否めない。

　そのなぞを解く鍵が、金融情報市場で繰り広げ

られている、熾烈なシエア（占有率）争いにある。

いわゆるマスコミ報道でのロイターの貢献度は確

かに、多大である。特に、中東、アフリカ、発展

途上国などで勃発した紛争や事件の報道では、他

に追随を許さない。

　だが、こうした国際報道の顧客である世界各国

のマスメディアからの収入の総収入に占める割合

は 10％を切って久しい。社内的には、この部門

は、Traditional news（伝統的なニュース）とさ

え呼ばれている。利益を生まない化石化した部門

との響きがこの表現からは感じ取られる。事実、

収入の多くは、銀行、証券、企業のディーリング

ルームに設置されている為替や債券などの取引に

利用される金融情報端末からである。この部門の

収入をジャーナリズムと断言するには、疑義のあ

るところであろう。

　ロイターが端末ビジネスに参入した 70 年代、

顧客らは、端末でいち早く情報を知るのが専らで
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あり、それで十分満足していた。ロイター側から

みれば、取材した情報の 2次利用の感覚である。

それを流すだけでユーザーに好評を博し、ビジネ

スになったのである。取材コストは、2次利用後

もほとんど変わらない。だから、端末が売れれば

売れるだけ、利益は幾何級数的に拡大した。

　そして、それが 81 年 2 月、質的にも大きく変

化する。通貨の売買取引が端末で可能となったの

である。端末の進化はその後も続き、ほどなくし

て株式取引にも及んだ。経営サイドからすれば、

これは、収入や利益の急速な拡大を意味した。売

り上げ増は、経営基盤の安定に向けての革命的な

進歩なのだが、反面、ジャーナリズム路線からの

逸脱を意味していた。なぜなら、通貨や株の売買

による手数料を得ることは、ブローカー業務に手

を染めることである。報道やジャーナリズムと異

質なのは明らか。そして、それは、決定的な変質

を意味していた。世界に散らばる端末が回線を通

じて 1つの金融市場を構築したということに他な

らない。ロイターがマーケットと化したのである。

　世界的なカネ余りは今なお続いている。原油の

暴騰で産油国の収入は、巨額に膨れ上がり、これ

を原資としたヘッジファンドが猛威を振っている。

こうした金融資本主義の深化で、金融端末が一段

と重宝されている。トレーダーは、端末情報を材

料に投資を決定するからだ。端末市場は伸張著し

く、この伸びは年間 2桁とさえ言われるほどだ。

　ただし、この領域でのロイターそしてトムソン

の活躍ぶりはと言えば、これが甚だ芳しくない。

特に、ロイターの取り巻く環境は、独壇場だった

90 年代とは様変わりした。21 世紀への突入とと

もに、新興の米ブルームバーグに完ぺきに叩きの

めされる事態となっている。端末数で追い抜かれ、

その後は、鳴かず飛ばずの状態が続いている。

　対照的なのが、新興ブルームバーグ。端末ビジ

ネスで成功した余勢を駆ってロイターの牙城に切

り込もうとしている。目標はニュース部門の充実

である。今、最も注力している分野といえよう。

射程に置くのは、国際通信社への仲間入りである

のは間違いない。

　国連教育文化機関（ユネスコ）は、国際通信社

の要件に、幅広いニュースをカバーする支局数や

英仏独語など複数の言語によるニュース配信など

を掲げている4)。

　英語によるサービスと企業が顧客のメインであ

るブルームバーグがこれを満たし、直ちに仲間入

りすることは近い将来もないだろう。だが、国際

通信社が凌ぎを削る速報戦を筆頭に、老舗のロイ

ターやAPと互角に勝負する局面が出てきた。信

頼性の向上を好感した多くのマスコミがブルーム

バーグのニュースを今後、採用することになれば、

長期的には、仲間入りの可能性は十分あるといえ

よう。映像部門で強みを発揮するだけにブルーム

バーグの国際通信社化は別の意味で、今日的な意

義があろう。

　では、この 3社のデッドヒート振りはどうか。

インサイド・マーケット・データ・レファレンス

によると、126 億ドルまで伸びた 2006 年の金融

端末の市場シエアの内訳は、ブルームバーグが

33％でトップ。2位のロイターが 23％。3位はト

ムソンで 11％。ブルームバーグの上げ潮の勢い

は変わらない5)。2、3 位との差は開く一方である。

　特筆すべきは、M＆A専門の弁護士だったグ

ローサーがロイターのCEOに抜擢された 01 年

の時点で、ロイターのこのシエアがダントツを誇

っていたことである。この 6年の間にブルームバ

ーグがロイターをトップの座から引きずり下ろし

たのである。

　ここで、脇道に入るが、少しばかり、このグロ

ーサーの紹介をしよう。プログラムを自分で書く

ほどのコンピューターのオタク（Geek）と言わ

れるグローサーが、ポーランド人の父とドイツ生

まれの母との間に生まれたのが 1960 年。コロン

ビア大学（政治学）を首席で卒業後、エール大大

学院で法学博士号を取得。ニューヨークの弁護士

事務所入りし、日米欧を舞台に企業買収で辣腕を

振った。在日経験もある。そのグローサーが法務

部門幹部としてロイターに入社したのが 93 年 9

応用社会学研究　2008　№ 50 131



月。ネット事業で頭角を現し、98 年 10 月、南北

アメリカを統括する米国ロイター代表に抜擢され、

経営陣の中枢入りを果たした。この経緯から分か

るように記者経験は一切皆無6)。経営者としての

才覚を当初から期待されていた。だから、業界ト

ップの座を奪われたこと、そして、この後に言及

する 2002 年に赤字を出したことなどにより、経

営者として失格の烙印を押され兼ねない窮地に立

たされていた。高株価など資産価値の増大を求め

る一般株主を意識すれば、統合という今回の判断

は、汚名をすすぐひとつの選択肢であったのは間

違いない。

　統合の公表でロイターの株価は、2007 年 5 月

15 日に 20・5 ペンス値上がりした。統合が好感

されたということであろう7)。そういう意味では、

首位奪還への執念、そして興隆著しいライバルに

対する危機感と焦りが統合への背中を押したとい

えよう。

▽過去にも噂

　ロイター買収が取り沙汰されたのは、以前にも

あった8)。遡ること約 5年半前の 02 年 11 月。グ

ローサーの社長交代後の 1年数ヶ月後のことであ

る。決算絡みで浮上した。驚くべきことに、その

時に取り沙汰された相手も今回のトムソンであっ

た。

　ロイターは、02 年 6 月期の中間決算で、税引

き前の 8800 万ポンド（約 162 億円）の大損失を

計上した。1967 年以来、損失はなかったのだか

ら実に 35 年ぶりだ。半年前の 2001 年 12 月の決

算では、3億 5700 万ポンド（約 657 億円）の黒

字を計上していたのである。業績の急降下を嫌気

して株価は急落。一時、150 ペンス台まで値下が

りした。この時、買収説が株式市場に流れたので

ある。株価は、2年前に同 1600 ペンスに肉薄し

ていた。これに比べれば 10 分の 1以下、俄然、

割安感が出てきた。

　トムソンが浮上したのは、①端末ビジネスで既

に成功を収めていた②潤沢な資金を保有する優良

企業③従来から企業買収による多角化に積極的Ё

などが挙げられた。

　トムソンの発祥は、新聞事業である。現在 49

歳の現経営陣デビット・トムソンの祖父に当たる

ロイ・トムソンが 1934 年にカナダで新聞事情を

開始。50┡60 年代は、英高級紙タイムズなどを買

収、世界的に活動していた。60 年代になると、

旅行事業に進出。70 年代にはマスコミ事業とは

無縁な油田開発にも参加したこともあった。その

後、保有していた英タイムズ紙を豪新聞王、マー

ドックに売却した。このことから分かるように、

新聞経営にこだわるわけでもなく、利益の拡大の

限界を悟ると直ちに売却を決断する、いわゆる機

を見るに敏な経営者ともいえた。良い意味で、ビ

ジネスの先を読む力、つまり先見性、企画力に長

けている。行動力抜群、変わり身の速さにも定評

があるといえよう。

　そのDNAは、2代目のケニース・トムソンに

も受け継がれた。旅行業からの撤退と並行して教

科書、金融、医療などの情報サービスに進出、一

定の成功を収めた。こうした路線は、02 年に会

長に就任した 3代目も変わらない。発祥である新

聞から完全撤退を果たし、教科書部門からも手を

引こうとしている。現在、金融、法律、科学など

の 5部門に力点を置き、ネットを活用し、情報を

提供する IT（情報技術）ビジネスを主眼として

いる。世界的に進行しているM＆A関連の情報

は、右に出る企業はいない。「トムソンがデータ

ベースから作成する“金融番付”とも言うべきリ

ーグテーブルは、今や世界の金融市場を牛耳って

いると言っても過言ではない┝9)との評価がある。

リアルタイムの経済情報に強みを発揮するロイタ

ーとは、重複する部門もほとんどない。統合は、

むしろ事業の強化につながる。トムソンにとって

も今回の買収は、従来の経営の延長上にあった。
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▽端末ビジネス

　では、150 年超の歴史を誇る名門ロイターがな

ぜ、新興のブルームバーグの後塵を拝するまでに

至ったのか。言い換えれば、ブルームバーグがロ

イターを抜き去ったのか。この分析、考察は、論

文の目指す「栄枯盛衰の国際通信社」の本論に直

結する。世の習いであるこうした主客交代がなぜ、

かくも続くのかを考察する好例といえる。ジャー

ナリズム路線からの逸脱につながる端末ビジネス

に乗り出したロイターの戦後を振り返ってみよう。

　ロイターがこの端末ビジネスに手を染めたのは、

最近のことではない。今から 40 年ほど前の 1960

年代前半である。当時の世界の国際通信社を取り

巻く構図といえば、パックスアメリカーナ、「黄

金の 60 年代」を享受した米国の絶頂期である。

国力の伸張を背景に米AP、UPI が全盛を極めて

いた頃だ。ロイターといえば、戦前とは一転、英

連邦傘下の植民地が次々と独立、この中で活動し

ていた主たる顧客の新聞、放送が次々と離脱。国

内にしても、ジリ貧が続く英経済が影響し、長期

低落傾向が続いていた。万年赤字の悪循環から脱

皮するため 6代目社長に弱冠 39 歳のジェラル

ド・ロングが抜擢された。このロングが乾坤一擲

の大勝負に出る。これが、ロイターを大きく変え

る画期となった10)。

　端末ビジネスへの進出である。63 年 1 月のこ

とだ。中身は、ニューヨーク証券取引所の株価情

報を端末で伝える商売だった。こうした経済関係

の情報への進出は、この時点ではジャーナリズム

の延長上と言えた。それは、歴史を紐解けば分か

る。創業の時代、通信社は、商品相場などの各種

経済情報を企業に提供するのを主たる業務として

いた。その後、より採算性の期待できるマスコミ

向けのニュースにシフト。以降、経済情報は、補

完的な役割を担うことになった。1850 年代初頭

の頃だ。

　├経済情報の将来性を重視していた┝11)ことから

一般ニュース部門出身にもかかわらずロングは、

社内の大反対を押し切ってマスコミ重視から大き

く舵を切った。金融機関からの巨額の融資を受け、

米企業と提携、参入した。ネット時代に突入した

今でこそ驚きに値しないサービスである。だが、

当時は、最先端技術を駆使した画期的な製品であ

った。

　相場情報は、それまで、紙テープに数値情報を

打ち込んで伝送するテレックス形式のチェッカー

に頼っていた。難点は、取引されているリアルタ

イムの株価が瞬時に分からないことだった。株価

は、紙テープに打ち込まれ順次送られてくる。目

的の企業の直近の株価が巡ってくるまでにはある

程度、待たなければならない。だが、端末の「ス

トックマスター（株の親分）」（商品名）は違った。

キーボードに入力すれば、ディスプレー部分に株

価が表示された。この間、わずか十秒。テープの

株価を読み取る面倒な作業がなくなり、待ち時間

も大幅に短縮された。業界にとって、正に、長年

待ち望まれた製品であった。

　追い風も吹き始めた。欧州各国の証券取引所も

電算化を推進、各取引所に上場している株価も端

末で表示できるようになった。株価情報の充実も

手伝って、ストックマスターは好調な売れ行きで、

赤字体質は急速に改善した。気を良くしたロイタ

ーは、その次の段階となる、ビデオテックス形式

のロイターモニターに移行する。ユーザーからニ

ュースなど各種情報もこの端末で、読めないかと

の声が挙がったからである。要請を受けて誕生し

たのがロイターモニターである。これが世界の通

信社ビジネスを一変させた。

　ただし、実現には、ハードルがあった。ニュー

スの執筆、デスク処理、入力、送信までの編集作

業のすべてを電算化する必要があった。第 1関門

は、マスコミ界で最強の組合の説得である。ロン

グは、反対が強ければ、米国に編集部門を移転し、

電子化を進めるという決然たる提案をした。これ

が奏功、度肝を抜かれた組合は受け入れざるを得

なかった。モニターは、73 年 6 月から販売を開

始。これがまたしても、大ヒットとなったのであ
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る。

▽時代が味方

　なぜ、奏功したのか。それは時代が味方したと

いえよう。当時の世界の経済情勢を振り返ると分

かり易い。60 年代は、ベトナム戦争への米国の

軍事介入が本格化した。これが泥沼化、戦費は膨

れ上がり、米国の垂れ流す巨額の対外赤字となっ

て世界経済の大きな問題と化した。是正のため、

71 年 8 月に米国は、ドルと金との交換停止など

を盛り込んだドル防衛策を発表。欧州各国の為替

市場は一時閉鎖されるなど国際通貨不安が急速に

高まった。通貨危機はその後も収束せず、戦後の

国際経済秩序を形成してきたブレトンウッズ体制

が崩壊。73 年 3 月に各国は変動相場制へ移行し

た。

　資源ナショナリズムの盛り上がりから、同 10

月には石油危機が勃発。中東の産油国などで構成

される石油輸出国機構（OPEC）は、原油価格の

大幅引き上げを敢行。これがコストプッシュイン

フレとなって世界を襲う。各国の経済成長に急ブ

レーキが掛かり、先進国は、失業とインフレが並

存するスタグフレーションに突入する。

　こうした経済の大変動が、新ビジネスと経済ニ

ュースへの新たな需要を生み出した。モニターの

販売に“吉”と出たばかりか、これを大きく加速

させたのである。

　そのひとつが、金融機関のディーラーが外国為

替の売り買いを通じて利ざやを稼ぐビジネスであ

った。ブレトンウッズ体制が盤石だった固定相場

制の時代には通貨危機の時の思惑買いを除けば有

り得なかった。変動する通貨間の為替レートの鞘

を抜くのが鉄則で、最新の情報を伝えるこの端末

が不可欠となった。モニターでは、刻々と変化す

る各金融機関が提示する為替レートがリアルタイ

ムで見られる。為替レートの変動要因となる関連

情報やニュースのチェックもできた。世界最強の

カルテルOPECなど石油市場関連の情報も珍重

された。風評が流れるだけで、世界の株式市場は

乱高下し、恐慌状態に陥った。リアルタイムで世

界の鼓動を刻々と伝える端末は、同モニターだけ。

マーケットの参加者にとっては必需品と化したの

である。ハーバード・ビジネスレビューは当時、

同モニターを「広い意味で、我々は、初めて、全

世界のどこからでも、価格とマネーの価値がリア

ルタイムで分かる真の国際経済を持ったのであ

る┝12)と激賞した。

　スタートした 73 年 6 月下旬の当初の顧客は、

わずかに 15 件。それが、6年後の 1979 年には

2000 件を突破した。この間、モニターは、機能

が大幅に充実。外国為替関連情報のモニター・マ

ネー・レーツのほか債券関連が強みのモニター・

ボンド（75 年）、株式関係のモニター・エクィテ

ィー（78 年）、商品関係のモニター・コモディテ

ィー（77 年）、米政府証券（78 年）が加わった13)。

　ストックマスターで息を吹き返したロイターは、

その後のモニターの成功で大変身を遂げた。新聞

社がひしめく英フリート街では、「ロイターの奇

跡」とさえ言われたのである。

▽ライバル

　ライバルがいなかったわけではない。最強の敵

は、米国のAPであった。APは、経済情報のダ

ウジョーンズ（DJ）やテレレートと提携。ロイ

ターと全世界で競合関係にあった。1965 年から

DJ は、チェッカーによる経済情報サービスを欧

州で開始、67 年 4 月にはAPと合弁で経済ニュ

ースのサービスをスタート。ロイターは、DJ と

の厳しい競争になると当初、懸念していた。だが、

そうはならなかったのである。なぜか。ロイター

が使い勝手の良いビデオテックスに移行後もなお、

DJ が旧タイプのチェッカーでニュースを提供し

ていたためだ。ロイターの外為市場での圧倒的な

強みが好感されたほか騒音も嫌われたのである。

　APが組んだテレレートは、20 代のプログラマ

ーのニール・ハーシュがスタートしたベンチャー

134



ビジネス。72 年に大手米国債ブローカー「キャ

ンター・フィッツジェラルド」が債務を肩代わり

する見返りにテレレートの株式の 4分の 1を取得。

キャンターの手掛ける米国債の売買の気配値を独

占的に供給した。テレレートの端末をチェックす

ることで、キャンターの米国債の気配値が分かっ

たのである。

　当時の債券の売買は、ディーラー同志が電話な

どで連絡を取りながら取引をしていた。サービス

開始とともに、取引が急速に透明化。テレレート

のユーザーが飛躍的に増えるきっかけとなった。

ただし、品揃えを含めてニュース報道や経済情報

で 1日の長があり、為替のディーリングサービス

を主体とするロイターを突き崩すまでは行かなか

ったのである。

　さらに、革新的なサービスを繰り出していたこ

ともロイター優位を決定つけた。81 年 2 月に導

入した度肝を抜くような新サービス、外為ディー

リングはそのひとつである。端末の中で為替売買

を可能にした。「注文の執行がスピードアップ。

そればかりでなく取引相手も急増した┝14)。実に、

革新的な進歩だったのである。

　ジャーナリズムが軸足と自認してきただけに、

ロイター社内でもこのディーリングサービスの開

始には、相当の激論があった。この総責任者であ

った役員のマイケル・ネルソンは、当時、このい

きさつをこう語っている。「ディーリングシステ

ムは、ロイターの現在のビジネスとは異なる。そ

れは情報の操作であり、以前に決して手掛けるこ

とのなかった取引の執行の道具にロイターが、な

るということである。少なくとも、ある上級役員

の 1人は、ロイターは参入すべきでない、なぜな

ら、現実の売買取引の 1部となり、情報源との関

係に影響を及ぼすから、と考えている┝15)。

　├勝負の分かれ目┝16)によると、1人の役員とは、

編集部門のメル・バイザで、「ロイターが取引所

になることによって報道の中立性が侵害される。

相場が乱高下するようなニュースを流せば、それ

だけ取引が増え、収入がそれだけ増えるという構

造ができあがってしまうからだ。そうした構造が

いったん出来上がってしまったら、報道の独立と

客観性を保つことが難しい」と主張していた。最

終的には、バイザの意見は退けられ、このビジネ

スへの進出を決断する。その後、バイザは解任さ

れ、ロイターを去った。時を同じくして、こうし

た新分野への進出への不満を持つ記者の多くが転

身した。

　60 年代前半のロイターの売り上げのうち 6割

程度は、新聞、テレビ、ラジオなどが占めていた。

新サービスの登場後は、マスコミサービスは劇的

に低下、80 年代には、金融情報サービスからの

収入が 8割を突破。売り上げからも変質は、鮮明

となった。

　端末ビジネスの成功でロイターは、84 年に上

場を果たす。巨額の資金を手に入れ、企業買収な

どによる多角化に乗り出す。株主であったフリー

ト街の老舗の新聞社も同時に巨万の富を得た。こ

の軍資金を元手に大改革に乗り出す。豪新聞王マ

ードックが経営する高級紙タイムズも例外ではな

かった。英マスコミを根本から変えるエッピング

革命が勃発した。これについては、何かの機会に

また、触れることにしよう。

▽新興ブルームバーグ

　ブルームバーグと聞いて、ピンと来る人がいる

としたら相当のマスコミ通といえよう。創業者の

マイケル・ブルームバーグが現ニューヨーク市長

で、市政改革で振るう辣腕ぶりが知られている。

最近は、大統領選挙出馬説も浮上した。この話題

で知っている向きも多かろう。

　名門ロイターをトムソンとの合併に追いやった

のがブルームバーグの快進撃であったのは既に言

及した。ここでは、どんな手法で追い詰め、トッ

プに躍り出たのか。その秘密を、探ってみよう。

　自身の著作「メディア界に旋風を起こす男┝17)

によると、ブルームバーグは、42 年 2 月、ボス

トン市郊外で生まれた。少年時代は、ボーイスカ
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ウト活動に熱中、高校ではアルバイトに精を出し、

ジョン・ホプキンス大学に入学。ハーバード・ビ

ジネススクールでMBAを取得後、ソロモン・ブ

ラザーズ＆ハッツラーに入社した。猪突猛進の企

業戦士と化し、出世階段を順調に駆け上り、取締

役であるパートナーにも就任。だが、絶頂期は、

そう長くは続かなかった。81 年にソロモンが買

収され、突如、解雇通告を受ける。同時に受け取

ったのが退職金 1000 万ドルだった。これを元手

に金融機関向けのビジネスの立ち上げを決断した。

それが今の会社である。

　部下 4人を引き連れ脱藩した。5人はロイター

などの金融端末を縦横無尽に扱い、その長所と弱

点、裏も表も知り尽くしていた。登場した端末は、

ライバルとはまったく異なる顧客サイドに立った

使い勝手抜群の製品だったのである。債券取引が

主眼で、傑出していたのがデータベース機能であ

った。

　なぜ、独創的だったのか。当時、この種の端末

は、マーケットを動かすビッグニュースを 1分 1

秒、いかに早く伝えるか、いわゆる速報に主眼に

置かれていた。以前に、2次利用という表現でも

触れたが、速報は、実は、報道機関としても極め

て重大な使命でもあった。これは、テレビの画面

に、世の中を揺れ動かす重大ニュースが突如スー

パーで表示されることなどを思い浮かべれば分か

り易いだろう。速報で大ニュースの発生を知った

新聞社は号外を発行し、放送局は、定時番組を打

ち切って特集番組に切り替える。速報に対する、

マスコミを中心とするメディアの関心は、極めて

高い。だから、顧客の嗜好を優先しているという

よりは、むしろジャーナリズム的発想が優先して

いた。

　つまり、「ロイターやテレレートといった業界

大手の端末は、情報をデータとして保存して加工

し、付加価値を高めようというところまで来てい

なかった┝18)のである。だが、ブルームバーグは、

データ分析の重要性が骨身に染みて分かっていた。

だからこそ、これに注力したのである。

　画期的だったのは、取引のうちのどれが有利か

の資料や情報をデータベースから呼び出し、画面

上で試算できることにあった。複数の国債取引を

想定した場合、例えば、A国と B国の国債を比

較するとする。過去の金利や利回りなどのトレン

ドをグラフにして、重ね合わせることができる。

これによって、どちらが有利かを瞬時に判断でき

た。

　├（ブルームバーグがロイター、DJ、日本でい

えば、日本経済新聞と）違う点は、人的資源の大

半が経済と金融情報コンテンツの加工に携わって

いる点。ここから発信するデータ分析やニュース

はいかにも玄人好みの内容。まず、情報のエリア

が均質化されている。米国でもタイでもロシアで

も債券情報が同じ基準で比較検討できる。さらに

グラフィック機能とヒストリカルデータも充実し

ている」「簡単な方法で 2つの銘柄のパフォーマ

ンス比較ができるし、チャート機能では代表的な

ろうそく足はもとより、フィボナッチ曲線やポイ

ント・アンド・フィギュアなどの専門的なチャー

トが瞬時に表示されるのである」。躍進の原動力

となった充実した分析機能などにはこうした評価

がある19)。

　取引に要した手数料などが端末で計算できたの

も評判となった。この大小も売買に大きく関わる。

電卓をたたいてはじき出す取引に要したコスト計

算という煩雑な作業からディーラーたちは解放さ

れたのである。ライバル社には、こうした機能は

もちろんなかった。

　├ロイターとブルームバーグには、基本的に 2

つの根本的に違う概念があった。ロイターは、リ

アルタイムのシステムで、マーケットのレートや

価格をくみ出し、それを放り投げることにあった。

ブルームバーグは、価格や時系列による価格を集

め、そしてそれを将来の参考にするために蓄積す

るデータベースであった┝20)。違いは、これに尽

きようか。

　ブルームバーグは、出資したメリルリンチの意

向に沿って当初、同社との独占契約だった。だが、
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他の金融機関への提供が解禁となった 88 年以降

は、飛ぶように売れた。端末数は 95 年には 5万

台となり、3年後の 98 年には 10 万台を達成した。

基盤固めが完了すると、今度は、編集部門の強化

に乗り出した。WSJ 紙から引き抜いた記者を編

集長に据え、90 年 6 月から金融ニュースの配信

もスタート。政治の中枢のホワイトハウスの記者

クラブにはロイターに匹敵する数人の記者を常駐

させるなど、経済のみならず政治、社会など一般

ニュースも網羅すべく日欧米で盤石な報道体制の

構築に腐心している。現在では、世界に 94 支局

を保有、2000 人以上のジャーナリストを抱える

までになった。その規模や提供する金融ニュース、

情報の斬新さなどからロイターに匹敵する報道機

関とみなされるまでに成長したのである。

▽あわや産業スパイ事件

　ブルームバーグのデータベースがいかに優れて

いるのかを天下に知らしめる事件が、実は、98

年 2 月に米国で表面化していた21)。こともあろう

にライバルのロイターが深く関わっているとの疑

惑のおまけ付きだったから、政財界そしてマスコ

ミ関係者は仰天したのである。

　その内幕をつづった文献22)などによると、概要

はこうである。ブルームバーグのデータ、情報な

どをロイターが不正に入手、利用しているとの情

報があり、米連邦捜査局（FBI）は 97 年初め、

捜査に着手した。発端は、ブルームバーグの元社

員により運営されていたニューヨークのコンサル

タント会社「サイバースペース・リサーチ・アソ

シエイツス」が、ブルームバーグの情報端末から

異様に頻度の高い、ページのダウンロードを繰り

返していたことが判明したことであった。大量に

ダウンロードされたページは印刷され、これがロ

イターの市場部、データ部門や子会社の「ロイタ

ー・アナリティクス」に届けられていた。産業ス

パイ専門の担当官による捜査は、この疑惑の解明

に移った。FBI は、関係先にスタッフを配置、盗

聴器を仕掛け、情報収集を開始。この間、ロイタ

ーは、多数の弁護士を雇い、10 数社の法律事務

所が関与、数 100 万ドルが費やされた。調べは、

検察側による米大陪審での聴取などを通じて進展、

97 年 7 月にロイターの嫌疑は最終的に晴れた。

だが、ブルームバーグは納得しなかった。「寄せ

られた情報を基に判断すると、他に負けない製品

を作り出そうと奮闘する中で、ロイターがブルー

ムバーグのシステム、その情報に不適切にアクセ

スしたと我々は信じている」との談話を発表、痛

烈に批判した。

　捜査の期間中に被ったロイターの打撃は少なく

なかった。新機種の発売が延期となったほか別の

意味での深刻な危機に直面していた。長年培って

きた信頼、信用の崩壊の危機である。不正が認定

された場合、米国内でのボイコットなどに発展す

る可能性もあった。金融情報に過度にシフトする

ことで 150 年強の歴史の中で築き上げてきたロイ

ターのモラルが急速に低下しているのではないか、

との批判も沸きあがった23)。

　ただし、ロイターがブルームバーグの攻勢に安

穏としていたわけではない。94 年 1 月にシティ

コープから北米の株価情報で強みを発揮するクオ

ートロンを買収。2001 年 5 月には、やはり北米

部門強化のためブリッジの北米 5部門を傘下に収

めた。だが、焼け石に水だったのである。

▽どうなるロイター

　既に、触れたことであるが、ロイターは、掲げ

る「信頼の原則（Trust principles）」のなかで、

報道の中立性、一貫性、偏向からの自由を遵守す

るように求めている。先入観にとらわれず、両サ

イドから中立的な報道に努めるという、いわゆる

報道に際しての綱領である。発起人会社にこれを

守る責任があることも、既に言及した。

　そして、この原則は、お題目でも念仏でもない。

ロイターの歴史の中で今なお貫徹されているので

ある。例えば、01 年 9 月のニューヨークを襲っ
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た世界同時テロやその後のイラク戦争などに絡み、

ロイターは一貫して中立的な立場を取った。“大

本営”的な発表に追随せず、米政府から不評だっ

たことは良く知られている。

　同時テロから 1周年に際し、5番街、タイムズ

スクエアー近くのロイター米国本社は、1つの決

断を迫られた。多くのビルでは、特大の星条旗を

ビルの壁に掲げ、犠牲者を追悼した。道路を闊歩

する米国人の多くがミニサイズの星条旗を胸ポケ

ットに刺し、横断歩道を横切る車が星条旗をバン

パーのアンテナなどに掲げ、愛国的なムードが高

まる最中であった。だが、ロイターは、あえて、

同調を拒否した。「バグダッドでロイターの支局

がイラク政府から国旗の掲揚を命じられたら、そ

れに従うのか」（ロイター幹部）という反論が編

集局をはじめとした社内から湧き上がったからで

ある。中立、独立性を常に意識するという良識は、

今なお、記者をはじめとして社員の皆に息づいて

いるのである。

　旧聞に属するが、1982 年のフォークランド紛

争時の逸話も有名だ。フォークランド島を奪還す

るため英海軍が現地に急行している記事をロイタ

ーが流した。この記事に対して英政府のD（De-

fense 防衛の略）書面委員会が警告のため連絡を

入れてきた。D委員会は、英報道機関が国防上、

有害な報道を自粛するよう適切な処置をとる権限、

つまり検閲の権限が与えられていた。ロイターの

編集局長が電話に出ると、委員長は、記事につい

て言及。「船に英軍部隊が乗っていることをご存

知でしょう」「敵が位置を知れば攻撃してくる。

あなたに愛国心があるかどうか伺いたいもので

す」と指摘した。これに対し、編集局長は、「私

には関係のないことでよく分かりません」「私は

ドイツ人です」と決然と押し返した24)。統合後、

権力とのせめぎあいでどう対応するのか。興味が

そそられるところである。

▽おわりに

　ロイターとトムソンの統合についての内外の新

聞の社説は、概して厳しい。その筆頭が、英タイ

ムズ紙である。タイムズは、「合併は、会社の本

質を、その起源であるジャーナリズムから金融分

析の将来に追いやる、重要なシフトを印すもので

ある」「論点は、統合が、ロイターの将来ビジョ

ンを前進させる最高の手段なのであるかというこ

とである」などと辛口の論評を掲載した。邦字紙

も同様だ。「報道が変質しないか」（東京新聞）

「信頼がメディアのカギだ」（毎日新聞）という具

合である25)。

　英 Financial Times 紙26)によると、新会社の社

長に就任予定のグローサーは 2年前からカナダを

訪問、トムソンとの接触を密かに続けていた。目

的は、金融情報でロイターに次ぐ世界第 3位に位

置するトムソン・フィナンシャルの買収であった。

統合による首位奪還、新しいグローバルリーダー

への変身を目指していたのは間違いない。同時に、

関心は、統合による利益率のアップ、企業業績に

注がれていたようだ。

　英各紙によると、今回の統合でグローサーに、

「2700 万ポンド（約 61 億円）が支払われる┝27)こ

とになっている。それは、ビジネスの成果だから

よしとしよう。ただし、グローサーには、こうし

たお金に対する話題に事欠かない。02 年には、

大赤字への転落にもかかわらず巨額の給与が支払

われ、マスコミから厳しく指弾された。ジャーナ

リズムに携わる人間に自然と備わる金銭に対する

ある種の節度というものがグローサーには欠けて

いる、との印象を持つのは当然だろう。今後の編

集権の独立への懸念が生じるのは、その辺りにも

原因がある。新会社に引き継がれるという「信頼

の原則」もトップの姿勢によっては「絵に描いた

餅」になる懸念も十分あるだろう。

　新会社の過半数を所有するトムソンが統合後、

直ちに報道、編集権へ介入するとは思えない。だ

が、将来となると話は別だろう。事実、英BBC
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放送は、「一般ニュースは脇に追いやられる┝28)と

大胆に予想。今後のロイターのジャーナリズムに

変化は避けられないとの見方を披露している。

　迎え撃つブルームバーグは余裕綽々だ。統合が

発表された 1ヵ月後の英フィナンシャル・タイム

ズ紙29)に掲載された分析記事は、それを物語る。

2つの記事のタイトルは「取材チームの増員を計

画」「新編集長は依然、拡大を渇望」。ロイター・

トムソンに対抗するための 2300 人の記者の数を

2007 年に、10％程度増やす方針というのがその

柱だ。記者数でロイター（2300 人）を凌駕した

としても、質、量、深みなどオールラウンドの力

でブルームバーグが 150 年の歴史のロイターを超

えるにはまだまだ時間がかかろう。ただし、新会

社トムソン・ロイターの報道姿勢によっては、そ

のペースは早まるかもしれない。

　M＆Aの波が押し寄せ、疾風怒濤の時代に突

入した観のある国際通信社の世界。ブルームバー

グは台風の目ともいえ、それを含めた各社の動向

に目が離せない30)。もっとも、その核心は、国際

通信社が今度とも中立、公正な報道を堅持できる

かである。統合後も、従来と変わらぬジャーナリ

ズム魂を貫徹し、読者の信頼をこれまで通り確保

できるかどうかがその第 1歩と考えるのは筆者 1

人だけではなかろう。

　なお、この論文の主たる関心事であるトムソン

とロイターの統合後の新会社の独立性に関連して、

2007 年 12 月下旬に日本経済新聞31)がロイター発

起人会社会長を務めるペール・ジレンハマーとの

インタビューを掲載した。ジレンハマーは、トム

ソンの創業家が新会社の株式の過半数を掌握する

中で、懸念の出ている報道の独立性について、

「より独立性を強める仕組みを新たに導入する。

例えば、独立性にかかわる問題で、発起人会社が

決めたことは、必ず新会社の取締役が承認するこ

とになった」と言明している。従来、取締役会の

覆すことのできた発起人会の決定に対し、統合後、

取締役会は、発起人会社の決定に必ず従う必要が

あるという。ジレンハマーの述べるような形に変

わるのであれば、政府の検閲を跳ね返すため第 2

次大戦中に設けられた「ロイター信頼の原則」の

精神を守る発起人会社の決定は、そのまま認めら

れ、独立性は強化されることになる。確かに、前

進といえるだろう。

　もっとも、これとは別に、新たな焦点が浮上す

る。つまり、新会社に移行後の発起人会社がどう

いった決定を下すかである。最低 14 人で構成さ

れる現在のメンバーは、任期（2期 10 年）が来

れば、交替する。このメンバーが今後、そして将

来、どういった判断を下すかに尽きる。報道の独

立性にこだわらない人物を中心に人選が今後進め

られるのなら、懸念は当然、高まる。

　さらに、いまなお、不明確なのは、ロイター時

代には、全株の 30％以上の拒否権があった黄金

株が、新会社に移行後も変化がないのかという点

である。ジレンハマーのインタビューでは、これ

に対する明確な発言はなかった。割合が低下する

ようであれば、発起人会社の神通力にも翳りが出

てくるのは否めない。いずれにせよ、枠組みのす

べてが明確になるのは、新会社の発進後である。

その時に、統合の評価をあらためて考えみたい。
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